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１．はじめに 

近年、突発的な集中豪雨（いわゆるゲリラ豪雨）

が増加傾向にあるため、より迅速かつ的確な水防活

動や避難誘導等の防災・減災対策が求められている。 

 本研究では、河川等水位や雨量の観測データ、雨

量予測データを活用した高速かつ高精度の浸水予測

プログラムを作成するとともに、その結果を配信す

るためのシステムのプロトタイプを2016年度までに

構築する。 

２．浸水予測プログラムの作成 

東京都の神田川・石神井川流域を対象として、河

川、下水道水理解析及び氾濫解析モデルを統合して

内水・外水氾濫を一体的に扱うことができる浸水予

測プログラムを作成している。このプログラムは、

河川水位等のリアルタイムデータを活用して予測精

度向上を図るとともに、計算結果を10分毎に配信す

るという高速性も具備するものである。2015年度は

モデルの精度の向上や新宿駅周辺等の重点地区での

モデルの細密化等に取り組んでいる。 

３．浸水予測情報配信システムの構築  

 先述のデータをリアルタイムに収集し、それらの

データを変換して浸水予測プログラムに入力し、計

算結果を配信用のデータ形式に変換し、Web配信する

機能を持つシステムの構築に取り組んでいる（図）。

地方公共団体等、想定されるユーザーを対象とした

ヒアリング等を通じて情報ニーズの把握し、配信内

容について検討し、それをシステムへ反映させる。 

４．浸水予測情報を活用した都市浸水対策の実装に

向けた展望 

このシステムにより、地方公共団体の避難勧告等

の発令、避難所の開設、水防活動、地下街や地下駅

における避難誘導や浸水対策、商店や企業等の止水

対策等、都市におけるより迅速かつ的確な防災・減

災活動を支援することが期待できる。 

今後、他機関で開発が予定されている新型レーダ

による雨量情報やそれを活用した降雨予測情報等の

システムへの反映、社会実験を通じた防災業務への

活用を通じて、システムの完成と社会実装化を目指

す。 

※本研究は、総合科学技術・イノベーション会議の

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）「レジ

リエントな防災・減災機能の強化」によって実施。 
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図 システムの全体像 
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１．地域と一体となった減災の必要性 

気候変動影響による水害の規模や頻度が増大する

ことが懸念される中で、施設整備を着実に推進する

とともに、まちづくりと一体で減災を推進すること

が求められている（例えば社会資本整備審議会「水

災害分野における気候変動適応策のあり方について

～災害リスク情報と危機感を共有し、減災に取り組

む社会へ～」答申、2015年8月）。そこで、多様性の

高い都市に焦点を当て、水害に対する脆弱性を洗い

出し、まちづくり・暮らし方における減災対策とそ

の評価に関する研究を開始したので紹介する。 

２．三つの着眼点 

(1)内水・外水一体での浸水ハザードの解明 

 一級水系では年超過確率1/100～1/200規模、都市

域では下水道計画に対応した1/5～1/10規模の洪水

（外水・内水）外力に対するハザードマップが多く

作成されているが、ゲリラ豪雨のような1/100を超え

る規模の内水や、内水と外水が重畳する場合のハザ

ードはよくわかっていない。そこで、内水氾濫を

1/100超規模に拡張した場合や、内水氾濫に外水が重

畳した場合など、様々な外力規模に対する浸水ハザ

ードの実相を分析する手法を開発する。 

(2)都市の多様性を踏まえた浸水ハザードから被害

リスクへの翻訳 

浸水深等のハザード情報が公開されても、

事業者や住民が自分にどのような被害リス

クがあるのかを理解することは容易ではな

い。そこで、浸水被害を規定し得る建物や

事業者・住民の特性（属性）を分析し、そ

れらの属性毎にハザードと重ね合わせるこ

とで、都市の多様な実態に即した被害リス

ク情報に変換するモデルを開発する（図－

１）。例えば、建物属性毎に浸水深と資産被害との

関係を評価しておくことで、被害リスクのみならず、

ピロティ化・止水板・資産移動等による対策効果の

定量評価が可能となるものと考えている。 

(3)地域防災力・減災力を踏まえた対策の提示 

詳細なハザード・リスク情報を提示しても、地方

公共団体・事業者・住民にとってはどのような対策

を組み合わせれば良いかがわからないと意味がない。

そこで、上記の各種属性や対象地区の防災力・減災

力（地域の強み・弱み）に応じて適切な対策メニュ

ーを検討し提示する手法を併せて検討する。 

３．まちづくり・防災部門と連携した研究体制 

河川研究部（河川研究室、水循環研究室、水害研

究室）、都市研究部（都市計画研究室、都市防災研

究室）、下水道研究部（下水道研究室）、防災・メ

ンテナンス基盤研究センター（国土防災研究室）と

いった河川・下水道整備、まちづくり、防災に関連

する関係研究部が協働できる気候変動適応研究本部

の体制を活かして、3年間の予定で横断的に研究を行

っている。今後は、モデル地区の地方公共団体と連

携し実効性のある事例研究を進めて参りたい。 
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図－１ 都市の多様な属性に応じた 

ハザードからリスクへの翻訳と対策メニュー提示の概念 
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